【様式第１号】
企画提案参加申込書
令和４年４月　　日
山梨県知事　殿
所在地
法人名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和４年度山梨県子どもの学習・生活支援事業の委託事業者募集に下記のとおり応募します。
記
１　応募事業者の概要
	事業者所在地
	〒
住所

	事業者名
	（フリガナ）

	
	

	設立年月日
	

	代表者　職名・氏名
	

	主な業務内容
	

	担当者
	部署名
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mailアドレス
	


２　添付書類
・企画提案書（様式第２号）　２部
・企画提案参加資格に係る宣誓書（様式第３号）　１部
・見積書（任意様式）　１部
・直近の事業報告書及び収支決算書　１部
・定款又はこれに代わるものの写し　１部
・法人の登記事項証明書（提出日において３ヶ月以内に発行されたもの）　原本１部
・役員名簿（氏名、ふりがな、生年月日が入ったもの）　１部
　・山梨県総合県税事務所が発行する県税（全税目）の納税証明書　原本１部
　・税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書　原本１部
以上
【様式第２号】
企　画　提　案　書
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　山梨県の子どもの貧困に対する現状をどのように捉えているのかお答えください

（記載欄）

２　１を踏まえ、本事業参画の理由と意気込みをお答えください
（記載欄）

３　山梨県内での学習支援の実績、生活支援の実績がありましたらお示しください
（記載欄）

４　本事業において貴団体が実施する参加者への学習指導方法をご提案ください　
注）受託した場合に実施する具体的な方法をお示しください

（記載欄）
５　本事業において貴団体が実施する参加者への「生活支援」の方法をご提案ください
注）受託した場合に実施する具体的な方法をお示しください

（記載欄）
６　生活支援が必要な参加者がいた場合、山梨県内で支援につなぐことのできる

具体的な方法がありましたらご提案ください
（記載欄）

７　仕様書にある職員配置を満たし、事業を実施できることをお示しください
（写真、図、絵などを用いても構いません）
（記載欄）
８　本事業に携わる職員のみならず、貴団体全体で「子ども支援の理解を深める具体的
な取組み」はありますか。ある場合は、過去に取り組んだ事例をお示しください
（事例が分かるものを別紙で添付してください）

（記載欄）
９　本事業に関わる職員を別紙で紹介してください
なお、参加者に紹介できるよう「職員の履歴（経験）」「得意科目」などを記載
してください。（写真、図、絵などを用いても構いません）
別紙「　　　　」のとおり
１０　新型コロナウイルス感染拡大時にも独自の学習支援場所を確保できる方策が
ありますか。ある場合は、実現可能な具体的な方法でご提案ください
（記載欄）
１１　個々の参加者に合わせた学習指導方法（個別計画）が立案できるようでしたら、
具体的にご提案ください
（別紙により見本を示していただいても構いません）

　（記載欄）

１２　山梨県及び近都県の進学、高校受験のために情報を提供できる体制がある場合は、本事業において提供していただける情報についてご提案ください
なお、過去において、具体的に情報提供したものがあれば別途ご恵与ください。

（記載欄）
１３　本事業の実施期間中に、参加者の学習意欲の向上、生活の充実が期待でき、実施可能な具体的な企画を提案できるようでしたらお示しください
なお、事例のみの紹介や本事業実施期間中に具現化できない場合は不要です。
（参考となる資料がありましたら別紙にてご提供ください）
（記載欄）
【様式第３号】
令和　　年　　月　　日
企画提案参加資格に係る宣誓書

山梨県知事　殿
所在地　

法人名　

代表者氏名　
生年月日 (元号)　　　  年　 　月　　 日

山梨県子どもの学習・生活支援事業の応募にあたり，下記の全ての条件に該当し，参加資格を有していることを宣誓します。
なお、２及び３に関して県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記

１ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者ではありません。

２ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者

３ ２の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人ではありません。

４ 「山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成２３年４月１日）」や「山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領（平成１０年４月１日）」による指名停止措置期間中の者ではありません。

５　政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条に規定するもの）に該当する団体ではありません。

６　宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定によるもの）に該当する団体ではありません。
【様式第４号】

取　下　願

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　

法人名　

代表者氏名　
	連絡先
	電話番号
	

	
	ファクス番号
	

	
	担

当

者
	部署名
	

	
	
	氏名
	

	
	
	E-mailアドレス
	


　山梨県子どもの学習・生活支援事業の募集において、関係書類を添えて企画提案参加申込書及び企画提案書を提出しましたが、都合により取り下げいたします。
【様式第５号】
企画提案（子どもの学習・生活支援事業）に係る質問書
令和４年４月　　日　
山梨県子育て支援局子ども福祉課家庭福祉担当　宛て
	質問者
	法人の名称
	

	
	担当者氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	メールアドレス
	

	質問内容
	


	【提出先】山梨県子育て支援局子ども福祉課家庭福祉担当
E-mail：kodomo-fukushi@pref.yamanashi.lg.jp


提出期限：令和４年４月１３日（水）午後３時まで
※　記載上の注意点


○　項目ごとに記載すること。


○　指定の無い限り、写真、図、絵・イラストを用いての説明は行わないこと。


○　文字はＭＳ明朝１２ポイント以上とすること。


○　別添資料を除き、２０ページ以内とすること。





㊞





㊞









